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1. はじめに

北九州市は、九州の最北端に位置し、 1901年に官営八

幡製鉄所が操業を開始して以来、鋭岡や化学、セメント

など素材型産業を中心として発展し、我が国の経済発展

を支えてきた。一方工業都市として発展する過程におい

て、激甚な公害問題に直面することとなった。本市は、

この公害問題を市民や企業、行政等多くの関係者の連携

のもと克服し、美しい空と海を取り戻した。その劇的な

環境改善の過程で士音った知見やノウハウ、ネットワーク

は、本市の環樹子政の基盤であり 大きな財産となって

いる。本市ではこれらの経験を活かして、エコタウン事

業や環境国際協力などの環境政策を推進している。現在

私たちが直面している大きな課題の一つで、ある「気候変

動問題」についても、これまでの経験を活かして地域と

してできることに積極的に取組み、役割を果たしていき

たい。

2. 環境モデル都市の選定

本市は、 2∞8年7月に、国内外の低炭素社会づくりを
先導する地域モデ、ルとして、国の「環境モデノレ都市Jに、

全国儲日市のーっとして選定された(現在は1諸日市)。

低炭素社会は、 iID愛化防止に向けたCOz排出量の削減だ

けでなく、我々が世代を越えて「豊かさJの蓄積してい

ける社会、そして、持続可能な経済成長を生み出すもの

でもある。

宿泊畿郷軍軍万トン

7000 

6晶00

5000 

4000 

謙治O

2ω。
1ω。
。
哩911 1960 1990 2000 2005 2官官o 2020 2030 

図1. アジアのエネルギー需要(見通し)

出典:日本エネルギー経済研究所「アジア/世界エネル

ギーアウトルック2∞7J 総合資源エネルギー調査総合
部会(平成20年度第2回)資料

図1はアジアにおけるエネルギー需要の将来見通しで

ある。アジアでは、 2030年には、エネルギー需要が現在

の2倍になるとの見通しがあり、エネルギー利用効率が

現在のままであれば、 C02の排出量は現在の2イ音に増大

し、アジア全体で65億トンになる。この増加量33億トン

は、日本の現在の総排出量13.創意トンの倍以上であり、

このような環境負荷を何とか軽減していく必要がある。

一方で、途上国に多く見られる「貧困」は、 UNDP(国

連開発計画)によれば、 2∞5年現在でも、発展途上地域
で約ν4が、また、後発発展途上国地域では半分が、貧
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困層である。途上国では、このような貧困の改善のため

に、 「経済成長」が必要とされている。

本市では、様々な低炭素社会実現に向けた取組みを通じ

て、環境改善と経済成長が同時に達成できることを実証

したいと考えている。

3. グリーンフロンティアプラン

本市は、 「環境モデ、ノ崎日市jの選定を受け、 2∞9年3

月に、 I~ヒ九州、|市環境モデ、ノ暗日市行動計画J (グリーン

フロンティアプラン)を策定した。20ω年までに、 C02

の排出量を、市内では2∞5年比で閃%削減、さらに環境

国際協力等によりアジア地域で本市の2∞5年の排出量

の150%相当の削減を目標とするとともに、豊かな暮ら

しや成長する産業など地域の活力を高めることとして

し、る。

北九州市環境モデル都市行動計画
~北九州グリーンフロンティアプラン~

図2. 北九州グリーンフロンティアプラン

「グリーンフロンティアプラン」では、 「環境が先進

の街を作るJ I環境が経済を拓くJ I環境が人を育むJ

「環境が豊かな暮らしを支えるJ I環境がアジアの紳を

深めるJを基本理念とし、 1∞を超えるプロジェクトを

推進中である。今回は数あるプロジェクトのうち、 5つ

のリーディングのーっとして、特に注力している「北九

州スマートコミュニティ創造事業Jについて紹介する。

4. 北九州スマートコミュニティ創造事業

「オヒ九州、|スマートコミュニティ創造事業Jは、広大な

工場跡地を再開発したエリアに、太陽光発電をはじめと

した様々な再生可能エネルギーを導入するとともに、町

活用による需要の平準化を行う、地域レベルで、のスマー

トグリッドを構築するとともに、交通システムやライフ

スタイルの変革など、低炭素社会に必要な環境技術や社

特集

会システムを構築するものである。本市のプロジェクト

は、平成22年4月、国(経済産業省)から「次世代エネ

ノレギー・社会システム実証地域」に、全国4地域(横浜

市、豊田市、けいはんな、北九州市)のーっとして選定

された。本実証を通じて、日本型スマートグリッドシス

テムを作り上げるとともに、今後高い需要が見込める海

外、特にアジア地域における「スマートシティ市場」に

も参入しようとするものである。

4.1. 東団地区の歴史

本実証は、市のほぼ中心に位置する「北九州市八幡東

区東田・前田地区」をフィールドに行うこととしている。

面積は約120haで、就業人口は約7，α旧人である (2011
年1月現在)。本エリアは、 1901年に官営八幡製鉄所が

操業開始した地であり、工場の中で、あったが、その後、

工場が市内北部の臨海埋立地に移転することとなり、民

生地区として開発が進められた。19鈎年に宇宙をテーマ

としたテーマパーク「スペースワールド」が開業し、そ

の後、 2∞1年には「ジャパンエキスポ北九州、|博覧祭Jが

開催されるなど大きく街が変貌してきた。特に、博覧祭

のテーマが、 「環境」で、あったことで、その後のまちづ

くりは、大きく「環境Jに舵をきることとなった。現在、

東団地区では商業施設や博物館、オフィスピルなどのい

わゆる業務部門を中心に、住宅や工場など様々な用途の

建物が立地している。大型ショッピングセンターや博物

館の立地により、市内で、も有数のにぎ、わっている場所と

なっている。

4.2. 北九州スマートコミュニティ創造事業の概要

「オヒ九州、|スマートコミュニティ創造事業」は、グリー

ンイノベーションや再生可能エネルギーの導入、省エネ、

C02の削減は、もちろん重要であるが、その事業名に「コ

ミュニテイJと付けたように、高齢社会への対応やコン

パク トシティの実現など地域の課題解決を指向するも

のでもある。本事業は、 38のプロジェクトで構成され、

再生可能エネルギーの導入から交通システムの開発ま

で多岐にわたるものとなっている。ここではその概要を

紹介する。

( 1 )新エネルギー等100右街区

地域内のピーク電力需要およそ20，α)()kWのうち、そ

の10%を新エネルギーで、まかなうものである。平均需要

はおよそ6，α)()kWであることから、天候等にもよるが、

動てで地勅電力需要の3J>1oを新エネルギーで(翼手合できる。

現在、地域内の新エネルギーとしては、太陽光発電約
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図3. 東田地区の現状

450kW、水素燃料電池110kW:等がある。今後は、太陽

光発電を1，αX>kWに増設するなど、2，α)()kW以上の導入

を目指す。

太陽光発電や水素燃料電池以外にも、 /J型風力発電や

工場廃熱を利用したバイナリ一発電の導入を予定して

いる。このうち、水素関連事業については、後述する。

(2)街区まるごと省エネシステムの導入

住居、オフィス、庖舗、工場等へHEMS(Home Energy 

Management Sys飴m)，BEMS侶山ldingEnergy Manage四

ment System)等の省エネシステムを開発・導入するとと

もに、回D照明、高効率空調等の省エネ機器を導入し、

エネルギー使用の視点からの省エネルギーを図る。

(3)地域節電所を核とした地域エネルギーマネジメン

トシステムの構築

「地域の新エネルギーj と iBE附、 HEMS等の省エ

ネシステムJを結ひ河寸けるものとして、地域節電所とい

う概念のもと、エネルギー需給両面から地域第直化を図

るものである。具体的には70社、 2∞世帯へのスマー ト

メーターの導入、地区全体のエネルギーマネジメントシ

ステムの整備、エネルギーの見える化システムの開発・

導入、省エネ行動を促進するエコポイン ト等のインセン

ティブシステムの開発・導入などを行い、需要家が「参

力日Jするエネルギーシステムを構築する。

(4)都市交通システム等「次世代のあるべき地域社会

構造」の構築

電気自動車等の次世代自動車の大量導入及びそのイ

ンフラ整備、次世代自動車を効率利用するためのシステ

ムの開発・導入、公共交通機関、自転車等と連携した都

市交通システムの開発・導入などの事業を行い、次世代

交通システムの構築を目指す。

これらの取組みにより、標準的な街区に比べてC02削

減率を50%超まで高めることを目標にしている。本実証

事業で、得られた成果については、本市他地区の「低炭素

先進モデ、ル街区Jに全面的に反映するとともに、全市的

に展開してし1く。

さらに恥組み方針の一つである「アジア地域等海外へ

の発信Jとして、その成果を「アジア低炭素化センター」

を通じてビジネスペースで技や"1移転し、海外展開を図る。

図4. アジア低炭素化センター
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5. 北九州水素タウン

北九州スマートコミュニティ創造事業は、次世代の都

市インフラを形作るものであり、これまで、述べてきたよ

うに、発電、 E、交通など非常に多くの技術的要素や社

会システムを包含したものである。その中でも産業リソ

ースの民生地域で活用することは、東団地区の歴史や、

現在でも工場と隣接しているという状況を鑑みて、更に

は海外へのインフラ輸出という視点から非常に重要な

ことと考えている。

その一つのプロジェクトが「北九州水素タウンJであ

る。本事業は、自動車メーカーやエネルギー関連企業、

福岡県、北九州市が参加し、水素・燃料電池関連の技術

開発、普及を進める「福岡水素エネルギー戦略会議j と

大手石油会社やガス会社等が参画する「水素供給・利用

技術研究組合」が連携し、経済産業省の支援を受け、進

めているものである。

市内には大手鉄鋼メーカーの製造過程で豊富な副生

水素が生じる。その副生水素をまちなかに供給するのが

「北九州水素タウンJである。平成20年9月に自動車用

に水素を供給するための「北九州|水素ステーション」を

開設し、本年2月には、まちなかに副生水素ノミイプライ

ンを敷設し、住宅や商業施設、博物館などにゑ制t素を供

給・純水素型燃料電池で活用する「北九州水素タウン」

を運用開始した。本事業の中で、具体的には以下の実証

を行二うこととしている。

表1. 北九州水素タウンの実証内容
実証試験項目 概要

水素パイプライン
西部ガス株式会社が建設 運用を受託。

による水素供給技
水素ステーシヨン内に設置した付臭設備で付臭した水素を供給し、

術の実証
24時間体制の監視のもと、安定 安全供給に関する運用面での課
題抽出を行う。

岩谷産業株式会社が設置 運用を受託。
純水素型燃料電池 lKW級、 100KW級純水素型燃料電池を複数台設置し、水素利用シス
の運転実証 テムとして評価を行うとともに、計量システム、脱臭装置、遠隔集

中管理システム等の周辺技術の検証を行う。
家庭用純水素裂燃 JX日鉱白石エネルギー株式会社が設置・運用を受託。
料電池、太陽光発 設置箇所の電力負荷バランスに合わせた効率的・安定的な電力供給
電、蓄電池の連携 システムの検証を行うとともに、停電時を想定した電力系統から自
実証 立した電力 熱源供給の検証を行う。
業務用純水素型燃 JX日鉱白石エネルギー株式会社が設置 運用を受託。
料電池、蓄電池の 停電時の水素ディスベンサー制御用のエアコンプレッサーへの電
連携実証 力供給の運転実証を行う。

岩谷産業株式会社が設置を受託。
水素低圧充填機の 水素低圧充填設備を設置し、燃料電池リフ?zー燃料電池アシスト
運転実証 自転車等の小型移動体に用いられる水素カートリッジへの水素充

填実証を行う。

こうした取組みを通じて、水素という次世代のエネル

ギーに対する市民の受容性を高め、より水素が身近なも

のとなるようと事業を進めていきたい。

特集

6. スマートコミュニティと北九州水素タウン

「北九州スマートコミュニティ創造事業jにおいて、

最も劃見していることが「需要家の参加jである。これ

まで、市民にとって受動的で、あったエネルギーシステム

に自ら主体的に参加することで、より一層の省エネはも

ちろんのこと、 「地域の電力系統の安定化に貢献してい

るj更に言えば、 「士也球のためになっているjことを実

感してもらうことが重要と考えている。

本事業において水素・燃料電池をどのように扱うのか

を考えてみたい。以下は検討中のものであり、今後、実

現可能性も含め、詳細に検討する。

①地域節電所は、地域の電力需給の状況に応じて、

BEl.¥1S . HElVISに対して、電力使用もしくはその抑

制を要請する。

② BE郎、 HEl.¥1Sを有する需要家は、地域節範庁から

の要請に応じて、電力を使用する場合は、 「蓄電す

るJ I給湯器を動かし熱として貯めるJなどの選択

を行う。抑制する場合は「ピークシフトJなどの対

応を行う。

大まかには、以上の流れでエネルギーマネジメントを行

うこととしているが、水素・燃料電池については地域の

電力が足りないときの予備電力として活用することや、

燃料電池排熱を様々な施設に融通することにより、電

力・熱の統合管理ができるのではないかと考えている。

また、以上の取組みを促進させるための僧昼みとして、

「ダイナミックプライシング(電力料金を需給状況に応

じて変動させる)Jの検討をしているが、そうした社会

システムと連携させた、新しい燃料電池の使い方も提案

できるのではなし、かと考えている。

7. おわりに

八幡東田地区は、 1901年の官営八幡製織所の発祥の地

であり、こうした取組みを通じて、 110年後に、再び、

新たなイノベーションがこの地から起こることになる。

東田地区は、市民・N郎、企業、学術機関など様々な人々

が協働してまちづくりを進めており、北九州スマートコ

ミュニティを通じて、新しい公共の思念の下で、新たな

社会を創造していきたい。

-28-


